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公益財団法人大阪府保健医療財団 財務規程 

 

第１章 総  則 

（趣旨） 

第１条 公益財団法人大阪府保健医療財団（以下「財団」という。）の財務に関しては、別に定

めがあるもののほか、この規程の定めるところによる。 

 

（用語の意義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

(1) 金銭出納職員  現金及び有価証券の出納及び保管に関する事務をつかさどる者をいう。 

(2) 会   計   員  金銭出納職員の補助者として現金及び有価証券の収納及び保管に関する

事務をつかさどる者をいう。  

(3) 物品出納職員  物品の出納及び保管（使用中の物品に係る保管を除く。）に関する事務を

つかさどる者をいう。 

(4) 物品管理者   物品を取得し、管理し、及び処分に関する事務をつかさどる者をいう。 

(5) 物品取扱責任者 各所属で使用する物品の管理に関する事務をつかさどる者をいう。 

(6) 収入徴収者   理事長又はその委任を受けて収入を徴収する権限を有する者をいう。 

(7) 支払命令者   理事長又はその委任を受けて支払の命令をする権限を有する者をいう。 

(8) 契約担当者   理事長又はその委任を受けて契約を締結する権限を有する者をいう。  

(9) 有形固定資産  不動産及び備品をいう。 

(10) 物     品    財団が所有する動産（不動産、現金及び有価証券を除く。）及び財団が使 

用のために保管する動産をいう。 

(11) 取引金融機関  財団の業務に係る現金の出納事務の一部を取り扱わせる金融機関をいう。  

 

（事務の委任並びに金銭出納職員等の任免）  

第３条 理事長は、別表第１欄の者に、同表第２欄に掲げる職にある者をもって充て、同表第３

欄に掲げる事務を委任するものとする。 

 

第２章 経  理 

 

（経理の方法） 

第４条 財団の会計は、複式簿記の方法により、財団の業務に係る一切の取引（以下「財団の取

引」という。）を統一的に経理するものとする。ただし、必要に応じ定款第４条により行う事

業の経理を明確にするため予算で事業会計を定め、その事業ごとに区分して経理することがで

きる。 

 

（会計の原則） 

第５条 当財団の会計は、法令、定款及び本規程の定めによるほか、公益法人会計基準（平成 20

年 4月 11日内閣府公益認定等委員会通知）を適用する。 

２ 財務諸表は、資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況に関する真実な内容
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を明りょうに表示するものでなければならない。 

３ 財務諸表は、正規の簿記の原則に従って正しく記帳された会計帳簿に基づいて作成しなけれ

ばならない。 

４ 会計処理の原則及び手続並びに財務諸表の表示方法は、毎事業年度これを継続して適用し、

みだりに変更してはならない。 

 

（勘定科目の区分） 

第６条 勘定科目区分については、公益法人会計基準に定めるもののほか、別に定めることがで

きるものとする。 

 

（有形固定資産の減価償却の方法） 

第７条 有形固定資産の減価償却は、定額法によって行うものとする。 

 

第３章 予  算 

 

（事業計画及び収支予算） 

第８条 財団の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類につい

ては、毎事業開始の日の前日までに、理事長が作成し、理事会の決議を経て、評議員会の承認

を受けなければならない。これを変更する場合も、同様とする。 

 

（予算の区分） 

第９条 予算は、款、項、目及び節に区分しなければならない。  

２ 款、項、目及び節の区分については、別に定めるものとする。 

 

（目の流用） 

第１０条 支出の各目の経費の金額は、各目の間において相互にこれを流用することができない。

ただし、やむを得ない理由がある場合において理事長の承認を受けたときは、この限りでない。 

 

（節の流用） 

第１１条 事務局長は、支出の各節の経費の金額を、各節の間において相互にこれを流用するこ

とができる。 

２ 報酬、給料、手当、報償費、旅費又は負担金の節の金額の流用については、前項の規定にか

かわらず、目の例による。 

 

（予備費の充当） 

第１２条 事務局長は、予備費の充当を必要とするときは、予備費充当要求書を作成し、理事長

の承認を受けなければならない。 

 

第４章 収  入 

 

（調定、納入の通知及び調定の通知）                            
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第１３条 収入徴収者は、収入の徴収を必要とするときは、調定書により調定しなければならな

い。 

２ 調定したときは、納入義務者に納入通知書又は請求書を、金銭出納職員に調定書を送付しな

ければならない。 

３ 前項の納入通知書の納期限は、特に定めがあるときを除き、これを発する日から２０日以内

（当該期間の末日が日曜日又は銀行法施行令（昭和５７年政令第４０号）第５条第１項各号に

掲げる日のいずれか（以下「日曜日等」という。）に該当する場合にあっては、これらの日の

翌日まで）の日とする。 

４ 収入徴収者は、納入通知書により難いときは、第２項の規定にかかわらず、口頭、掲示その

他の方法により納入の通知をすることができる。 

 

（収入金の預け入れ） 

第１３条の２ 会計員は、現金を収納したときは、特に定めがあるときを除き、その日のうちに

指定預金口座に預け入れなければならない。 

ただし、その日が日曜日等に該当するときは、その日の翌日に預け入れることができる。 

 

第５章 支  払 

 

（支払の方法） 

第１４条 金銭出納職員は、支払命令者の命令がなければ、支払をすることができない。 

 

（支払の命令） 

第１５条 支払命令者は、支払を必要とするときは、規程に違反していないか、年度、会計、科

目、所属及び金額を誤っていないか、債権者に対する支払で、かつ、必要な経費であるか、関

係書類は完備しているか等を調査し、支出命令書により決定し、金銭出納職員に対して支払の

命令をしなければならない。 

 

（資金前渡の範囲） 

第１６条 次の各号に掲げる経費については、当該事務に従事する職員をして現金支払をさせる

ため、その資金を当該職員に前渡することができる。 

(1) 外国において支払をする経費 

(2) 遠隔の地又は交通不便の地域において支払をする経費  

(3) 給与その他の給付  

(4) 報償金その他これに類する経費  

(5) 官公署に対して支払う経費 

(6) 事業場その他これに類する場所において支払を必要とする経費  

(7) 講演会、研究会等に要する経費 

(8) 有料の道路、橋梁、駐車場、フェリーボート等の利用に要する経費  

(9) 運賃 

(10) 各種実態調査に要する経費 

(11) 入場料その他これに類する経費 
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(12) 交際に要する経費 

(13) 郵便切手、郵便はがき、印紙又は証紙の購入に要する経費   

(14) 非常災害のため即時支払を必要とする経費  

(15) 損害賠償金 

(16) 実験、実習、訓練等のために購入する物品に要する経費  

(17) 加入電話設置に要する経費 

(18) 供託金 

(19) 損害保険料 

(20) 小修理に要する経費 

(21) １０万円以下の小口の経費で支払を要するもの 

(22) 前各号に掲げるもののほか、理事長が定める経費 

 

（資金前渡を受ける者の指定） 

第１７条 前条の規定により資金前渡を受ける職員（以下「資金前渡職員」という。）は、事務

局長が指定する。 

２ 事務局長は、前項の規定により資金前渡職員を指定したときは、直ちに当該職員の職、氏名

及び使用する印影等を記載した書類を、金銭出納職員に送付しなければならない。 

 

（資金前渡の限度） 

第１８条 資金を前渡するときは、所要の金額を予定し、事務上さしつかえない限り、なるべく

分割して交付しなければならない。  

 

（資金前渡の精算） 

第１９条 資金前渡職員は、資金交付の目的が完了した日から起算して１０日を経過した日まで

に、出納計算書に証拠書類を添えて、支払命令者に提出しなければならない。 

 

（概算払の範囲） 

第２０条 次の各号に掲げる経費については、概算払をすることができる。 

(1) 旅費 

(2) 官公署に対して支払う経費 

(3) 概算で支払をしなければ契約しがたい請負、その他の契約に要する経費        

 

（前金払の範囲） 

第２１条 次に掲げる経費については、前金払することができる。 

(1) 官公署に対して支払う経費 

(2) 前金で支払をしなければ契約しがたい請負、買入れ及び借入れに要する経費  

          

（概算払及び前金払の精算） 

第２２条 支払命令者は、概算払をしたときは、その債務の額が確定した後１０日以内に、概算

払を受けた者に精算させなければならない。前金払をした経費について精算する必要があると

きも、また同様とする。 
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第６章 出  納 

 

（支払の決定） 

第２３条 金銭出納職員は、第１５条の支払命令を受けたときは、当該支払命令が規程又は予算

に違反していないか、債務が確定しているかを審査し、支払の決定をして、自ら支払いをしな

ければならない。 

２ 金銭出納職員は、前項の支払に係る債務が確定していることを審査するため必要があるとき

は、内部調査等を行うことができる。 

 

（支払方法） 

第２４条 金銭出納職員は、支払命令者から支払の命令を受けたときは、特別の事情がない限り

口座振替の方法によらなければならない。 

 

（口座振替） 

第２５条 金銭出納職員は、金融機関に預金口座を設けている債権者からその預金口座に振替の

請求があったときは、口座振替依頼書を取引金融機関に送付しなければならない。 

 

（取引金融機関の指定） 

第２６条 理事長は、収納及び支払のために必要な取引金融機関を指定しなければならない。 

 

第７章 現金及び収納 

 

（取引金融機関の収納） 

第２７条 取引金融機関は、納入通知書又は振込書に基づかなければ、収入金を収納し、又は払

込みを受けることができない。 

 

（領収証書の交付） 

第２８条 金銭出納職員は、現金を収納したときは領収証書を交付しなければならない。 

 

（小口現金の限度額） 

第２９条 金銭出納職員が釣銭用として常時保管する小口現金の限度額は５０万円とする。  

 

（収納金の払込み） 

第３０条 金銭出納職員は、現金を収納したときは、その日のうちに取引金融機関の払込書によ

り払い込まなければならない。ただし、やむを得ない理由があるときは、その翌日（その日が

日曜日等に該当するときは、その翌日）に払い込むことができる。 

２ 会計員は、有価証券を収納したときは、その日のうちに金銭出納職員に引き継がなければな

らない。ただし、やむを得ない理由があるときは、その翌日（その日が日曜日等に該当すると

きは、その翌日）に引き継ぐことができる。 

３ 会計員は、現金を収納したときは、第１３条の２の規定により指定預金口座に預け入れ、特
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に定めがあるときを除き、毎月末残高を翌月の１０日までに取引金融機関に振込まなければな

らない。 

第８章 契  約 

 

（契約締結等の制限） 

第３１条 次に掲げる契約を締結しようとするときは、理事長の承認を得なければならない。 

(1) 予定価格が２５０万円を超える請負又は委託の契約で、随意契約の方法により行うもの 

(2) 予定価格が１６０万円を超える物件（土地を除く）の買入れの契約で、随意契約の方法に

より行うもの 

(3) 予定賃借料の年額又は総額が８０万円を超える物件の借入れの契約で、随意契約の方法に

より行うもの  

(4) 予定価格が５０万円を超える物品の売払いの契約で、随意契約の方法により行うもの 

(5) 予定賃貸料の年額又は総額が３０万円を超える物件の貸付けの契約で、随意契約の方法に

より行うもの 

(6) 土地の売買の契約 

(7) その他の契約で１件１００万円を超えるもので、随意契約の方法により行うもの 

 

（一般競争入札の公告） 

第３２条 一般競争入札の公告は、入札の日前五日（緊急の必要がある場合においては、入札の

日前日一日）までに、財団のホームページにより、次に掲げる事項についてしなければならな

い。 

(1) 入札に参加する者に必要な資格 

(2) 入札の場所及び日時 

(3) 入札に付する事項 

(4) 契約条項を示す場所 

(5) 入札保証金に関する事項 

(6) 入札の無効に関する事項 

(7) 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

２ 前項の場合において、建設業法の適用を受ける工事のうち予定価格が５００万円以上のもの

に係る公告は、入札の日前に建設業法施行令第６条に規定する見積期間をおいてしなければな

らない。 

 

（一般競争入札の入札保証金等） 

第３３条 入札に参加しようとする者の見積もる契約金額の１００分の２以上とする。 

２ 入札保証金の納付は、次の各号に掲げる担保の提供をもって代えることができる。この場合

において、提供される担保の価値は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 国債又は地方債 額面金額又は登録金額 

(2) 銀行が振り出し、又は支払保証をした小切手 小切手金額 

(3) 銀行が引受け、又は保証若しくは裏書きをした手形 手形金額 

(4) 銀行に対する定期預金債権 当該債権の証書に記載された債権金額 
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（一般競争入札における予定価格等） 

第３４条 契約担当者は、その一般入札に付する事項の予定価格を記載した書面を封書にし、開

札の際これを開札場所に置かなければならない。 

２ 前項の入札にあたり、最低制限価格を設けたときは、前項の書面をその内容が認知できない

方法により、開札の際これを開札場所に置かなければならない。 

 

（入札保証金の還付等） 

第３５条 入札保証金は、落札者が納めたものについては契約を締結した後に、その他の者が納

めたものについては入札終了後速やかに還付するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、落札者の納めた入札保証金は、本人の申出により契約保証金に充

当することができる。 

３ 落札者が契約を締結しないときは、その者が納めたものについては財団に帰属する。 

 

（入札保証金の免除） 

第３６条 契約担当者は、一般競争入札に参加しようとする者が、次の各号のいずれかに該当す

るときは、入札保証金の全部又は一部の納付を免除することができる。 

(1) 保険会社との間に財団を被保険者とする入札保証保険契約を締結したとき。 

(2) 落札者が契約を締結しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

 

（随意契約） 

第３７条 次の各号の一に該当する場合は、随意契約により契約を締結することができる。 

(1) 売買、貸借、請負その他の契約でその予定価格（貸借の契約にあっては、予定賃貸借料の

年額又は総額）が次に掲げる額を超えないものをするとき。 

  ア 工事又は製造の請負      ２５０万円  

  イ 財産の買入れ         １６０万円 

  ウ 物件の借入れ          ８０万円 

  エ 財産の売払い          ５０万円 

  オ 物件の貸付け          ３０万円 

  カ その他アからオに掲げるもの以外のもの １００万円 

(2) 不動産の買入れ又は借入れ、財団が必要とする物品の製造、修理、加工又は納入に使用さ

せるため必要な物品の売払いその他の契約でその性質又は目的が一般競争入札に適しないも

のをするとき。 

(3) 緊急の必要により一般競争入札に付することができないとき。 

(4) 一般競争入札に付することが不利と認められるとき。 

(5) 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき。 

(6) 一般競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき。 

(7) 落札者が契約を締結しないとき。 

                             

（見積書の徴取） 

第３８条 契約担当者は、随意契約によろうとするときは、なるべく２人以上の者から見積書を

徴さなければならない。ただし、契約の目的及び性質により見積書を徴する必要がないと認め
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て理事長が別に定めるものについては、この限りでない。 

 

（契約書の作成） 

第３９条 契約担当者は、契約を締結しようとするときは、次に掲げる事項を記載した契約書を

作成しなければならない。ただし、契約の性質又は目的により該当しない事項については、こ

の限りでない。 

(1) 契約の目的 

(2) 契約金額 

(3) 履行期限 

(4) 契約保証金  

(5) 履行の場所 

(6) 契約代金の支払又は受領の時期及び方法 

(7) 監督及び検査 

(8) 履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、違約金その他の損害金 

(9) 危険負担 

(10) かし担保責任 

(11) 契約の変更及び解除  

(12) 契約に関する紛争の解決方法 

(13) 前号に掲げるもののほか必要な事項 

                            

（契約書の省略） 

第４０条 契約担当者は、前条の規定にかかわらず、次の各号の一に該当するときは、契約書の

作成を省略することができる。 

(1) 契約金額が１５０万円を超えない契約を締結しようとするとき。 

(2) 物品を売払う場合において、買受人が直ちに代金を納付してその物品を引き取るとき。 

(3) 前２号に掲げる場合を除くほか、契約の性質又は目的により、契約書を作成する必要がな

いと認めるとき。 

                                      

（請書等の徴取） 

第４１条 契約担当者は、前条の規定により契約書の作成を省略する場合においても、別に定め

る場合を除き、契約の適正な履行を確保するため請書その他これに準ずる書面を徴するものと

する。 

                  

（契約保証金の納付等）  

第４２条 契約を締結しようとする者は、契約金額の１００分の５以上の契約保証金を納めなけ

ればならない。 

２ 第３３条第２項の規定は契約保証金の場合に準用する。   

                               

（契約保証金の免除） 

第４３条 契約担当者は、一般競争入札又は随意契約の方法により契約を締結しようとする場合

において、次の各号のいずれかに該当するときは、契約保証金の全部又は一部の納付を免除す
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ることができる。 

(1) 契約の相手方が保険会社との間に財団を被保険者とする履行保証保険契約を締結したとき。 

(2) 契約を締結する場合において、その者が過去２年の間に国（公庫及び公団を含む。）、地方

公共団体、その他の公共的団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわたって

締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行しないこととなるおそれがないと

認められるとき。 

(3) 法令に基づき延納が認められる場合において、確実な担保が提供されたとき。 

(4) 有形固定資産を売払う契約を締結する場合において、売払代金が即納されるとき。 

(5) 随意契約を締結する場合において、契約の相手方が契約を履行しないこととなるおそれが

ないと認められるとき。 

     

（検収） 

第４４条 契約担当者は、工事若しくは製造その他についての請負又は物件の買入れについては、

工事若しくは製造その他についての完済後又は物件の完納後これを検査又は検収した職員に、

検査又は検収の事実を証明する調書を作成させなければならない。ただし、当該契約金額が１

５０万円以下であるときは、請求書に確認済及び検査済を記載し、押印してこれに代えること

ができる。 

 

（部分払いの限度額） 

第４５条 契約により、工事若しくは製造その他についての請負契約に係る既済部分又は物件の

買入れ契約に係る既納部分に対し、その完済前又は完納前に代価の一部を支払う必要がある場

合における当該支払い金額は、工事又は製造その他について請負契約にあたってはその既済部

分に対する代価の１０分の９、物件の買入れ契約にあってはその既納部分に対する代価を超え

ることができない。 

 

第９章 財  産 

 

（動産、不動産の取得・管理及び処分） 

第４６条 動産（物品を除く。）、不動産その他権利の取得・管理及び処分に関しては、別に定

めがある場合を除くほか大阪府の例に準ずる。 

 

第１０章 物  品 

 

（物品の分類） 

第４７条 物品の分類は、次の各号に掲げるとおりとし、その意義は、それぞれ該当各号に定め

るところによる。 

(1) 備品   性質又は形状が変わることなく、原形のまま比較的長期間にわたって使用又は保

存に耐えて財産的価値があるもので、取得価格が１０万円以上のものをいう。 

(2) 消耗品 比較的短期間に消耗され、その性質又は形状が変わるもの（次号に定める物を除

く。）をいう。 

(3) 郵券類 郵便切手、郵便はがき、印紙、証紙等をいう。 
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(4) 保管物品 財団の所有に属しない動産で財団が使用のため保管するものをいう。 

 

（物品の分類の決定） 

第４８条 物品管理者は、その管理する備品には、品目、番号及び設置場所を表示しなければな

らない。 

 

（物品の購入等の決定） 

第４９条 物品管理者は、物品の購入、修理等を必要と認めるときは、品名、数量その他必要な

事項を決定しなければならない。 

 

（物品の帳簿の記載） 

第５０条 物品出納職員は、次に掲げる帳簿を備え、受入れ又は払出しの事実を記載しなければ

ならない。 

(1) 固定資産台帳 

(2) 郵券類出納簿 

 

（物品の保管及び管理） 

第５１条 物品出納職員は、物品（使用中のものを除く。）良好な状態で保管しなければならない。 

２ 物品取扱責任者は、物品（使用中のものに限る。）を良好な状態で管理しなければならない。 

 

（不用の決定及び不用品の処分） 

第５２条 物品管理者は、使用する必要がない物品又は使用にたえない物品で保存の必要がない

ものについては、不用品調書を作成の上不用決定をしなければならない。 

２ 前項の規定により不用の決定をした物品は、売却、廃棄その他の処分をしなければばばらな

い。 

 

第１１章 決  算 

 

（試算表の作成） 

第５３条 金銭出納職員は、総勘定元帳を毎月末に締め切り、すみやかに試算表を作成し、理事

長に報告しなければならない。 

 

（繰延勘定として整理できる損失） 

第５４条 災害による資産の損失が多額であって、その金額を当該災害のあった事業年度におい

て負担することができない場合においては、その損失の全部又は一部を繰延勘定として整理す

ることができる。 

２ 将来の事業年度に影響する運営経費で理事会の議決を経たものは、その全部又は一部を繰延

勘定として整理することができる。 

３ 前２項の繰延勘定は、当該繰延勘定を設けた事業年度の翌事業年度以降５事業年度以内に、

毎事業年度均等額以上を償還しなければならない。 
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（決算） 

第５５条 事務局長は、毎事業年度終了後２ヶ月以内に、定款第８条に定める書類を作成し、理

事長に提出しなければならない。 

 

第１２章  監査及び検査 

 

（監査の目的） 

第５６条 監査は、財団の業務が適正に実施されているか否かについて調査検討し、適切な指示

を与えて業務成績の向上に資することを目的とする。 

 

（監査の実施） 

第５７条 監査は、書類及び実地について、毎会計年度末に実施するほか、理事長が必要と認め

た場合に随時これを実施するものとする。 

 

（監事） 

第５８条 理事長は、監事をして監査を実施させるものとする。 

２ 監事は、監査の終了後２０日以内に監査結果を取りまとめ、理事長に提出するともに、次の

理事会に報告しなければならない。 

 

（監事の権限） 

第５９条 監事が監査を実施する場合は、関係職員を立ち会わせ、書類の提出、事実の証明、資

料の作成その他監査に必要な事項の提示を求めることができる。 

 

（内部検査） 

第６０条 理事長は、事務局長をして現金の出納について毎月末及びその他必要と認める場合は、

随時内部検査を実施させるものとする。 

 

 

第１３章 会計伝票及び帳簿 

（会計伝票の発行） 

第６１条 財団の取引については、その発生のつど証拠書類に基づき、次の各号に掲げる会計伝

票を、それぞれ当該各号に掲げる取引の区分により発行しなければならない。 

(1) 収入伝票  収入の収納取引 

(2) 支払伝票  支出の支払取引  

(3) 振替伝票  前２号の取引以外の一切の取引 

 

（会計伝票の審査） 

第６２条 金銭出納職員又は物品出納職員は、会計伝票の送付を受けたときは、証拠書類に基づ

き、次の各号に掲げる事項について審査しなければならない。 

(1) 法令、財団の規程又は契約について違反していないか。 

(2) 所属年度、取引の発生の日、数量、金額、勘定科目又は予算科目を誤っていないか。 
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(3) 正当な債権者又は納入義務者であるか。 

(4) 証拠書類は完備しているか。 

(5) 手続きに誤りはないか。  

(6) その他必要な事項 

 

（会計伝票の記載） 

第６３条 会計帳簿の記載は、会計伝票に基づかなければならない。 

 

（帳簿の備付け） 

第６４条 会計帳簿は、次の各号に掲げるものを総務課長が備付けなければならない。 

(1) 総勘定元帳 

(2) 仕訳表 

(3) 現金出納簿 

(4) 経費明細帳 

(5) 銀行勘定帳 

(6) 補助元帳 

(7) その他理事長が必要と認めるもの 

 

（証拠書類の管理等） 

第６５条 収入徴収者が管理する証拠書類は、次のとおりとする。 

(1) 調定伺書、調定取消・減額伺書、戻出命令伺書及び収入更正伺書 

(2) 収入の原因となる契約に係る契約書（契約書の作成を省略したときは、請書その他これに

準ずる書面。以下同じ。） 

(3) 前号の契約に係る入札書、見積書及び入札調書 

(4) 不納欠損処分をしたときの決裁書 

２ 金銭出納職員が管理する証拠書類は、次のとおりとする。 

(1) 支出命令伺書、支出取消伺書及び支出更正伺書 

(2) 請求書 

(3) 領収書 

(4) 検査調書 

(5) 戻入調定伺書 

(6) 精算書 

３ 支払命令者が管理する証拠書類は、次のとおりとする。 

(1) 契約書 

(2) 入札書、見積書及び入札調書 

４ 前２項及び３項に規定する証拠書類には、その算定の根拠となる書類その他必要な書類を添

付しておかなければならない。 
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別表   

第１欄 第２欄 第３欄 

金銭出納職員 事務局長 

１ 現金の出納及び保管 

２ 口座振替の方法により支払をする場合においてその旨 

を取引金融機関に通知すること 

３ 有価証券の出納及び保管 

会計員 
総務課長 
 

１ 大阪がん循環器病予防センターの現金及び有価証券の 

収納及び保管 

２ 大阪がん循環器病予防センターの預金通帳の保管 

３ 事務局の預金通帳の保管 

理事長が指定する者  

物品出納職員 事務長 
１ 大阪がん循環器病予防センターの物品の出納及び保管 

２ 事務局の物品の出納及び保管 

物品管理者 総務課長 
 

１ 大阪がん循環器病予防センターの使用中物品の管理及

び処分 

２ 事務局の使用中物品の管理及び処分 

物品取扱責任者 事務長が指定する者 各所属において使用中の物品の管理 

 

附 則 

この規程は、平成８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成１０年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成１３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成１５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 
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附 則 

この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成１８年５月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成２７年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 


